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県第３期計画

くまもと型 福祉によるまちづくりの展開
住⺠が共に参加し実現する地域福祉

◆地域の縁がわ

づくり

＜共生の集いの場＞◆地域の結い

づくり
＜見守り＋αへ＞

◆地域のしごと

おこし
＜生きがい収益活動＞

＜ソーシャルファーム＞

安心の礎＜多様な福祉サービスの基盤整備＞
地域人材育成

（地域リーダー育成等）
仕組みづくり
（総合相談窓口等）

総合的支援
（各分野との連携）

ビジョンづくり
(市町村計画策定推進等)

モデル事業展開

   
 

 
 

 はじめに 

 

熊本県では、熊本県独自の強みである、県内500箇所以上で展開されている「地域

の縁がわ」や、養成率日本一の認知症サポーターなどの資源を活かしながら、すべて

の住民の皆さんがそれぞれ「できること」を持つ主人公となって、地域の課題に積極

的に関わり、地域の誰もが自己実現・社会参加できる「くまもと型福祉のまちづくり」

を目指す「第３期熊本県地域福祉支援計画」（計画期間：平成28～32年度）を策定し、

この計画を基に事業を展開しています。 

 

 

１ 第３期熊本県地域福祉支援計画の概要 
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Ⅰ 地域の縁がわづくりについて 

第１ 「地域の縁がわ」とは 
〇 高齢者、障がい者、子どもなど「誰もが」気軽に集うことができる所 

〇 参加者が限定されないこと 

〇 活動拠点があること（熊本県内） 

〇 登録時に概ね「週に１回程度以上の活動」をしている所 

〇 公設、民間設置を問わない 

〇 県の補助整備の有無も問わない 

 

    

第２ 地域の縁がわづくりの展開について 
 １ より身近な場所での取組みの促進  

熊本県では、「地域の縁がわ」づくりを平成１６年度（２００４年度）からスタ

ートし、誰もが集える身近な場所となるよう、平成１６年当時の旧小学校区に最

低１カ所を目標に整備を進めている。 

また、「地域の縁がわ」にデイサービス等の日中支援とインフォーマルな宿泊機

能を追加した「地域ふれあいホーム」の設置も推進している。 

  

歩いて行ける小学校区に 

１か所を目標に整備を推進 

（平成31年（2019年） 

     3月末559か所） 
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２ 活動内容の充実  
地域の縁がわの登録カ所数は、平成30年度末時点で559か所にまで拡大し、地

域の誰もが集う住民同士の交流の場として、様々な活動が展開されている。 

地域の縁がわについては、平成27年度の介護保険改正により、各市町村では地

域支援事業の受け皿が必要になることを見据え、地域の縁がわで取り組んでもら

いたい生活支援等の機能を充実させるため、「地域の縁がわ五つ星プロジェクト」

として、特に、次の５つの取組みを推奨している。 

見守り活動 

   配食・会食サービス 

買い物支援 

健康づくり 

学びの縁がわ 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

※団体へ 

縁がわプレート及び 

五つ星シールを 

送付しています。 
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第３ 「地域の縁がわ」への支援（地域福祉総合支援事業）について 
１ 事業概要 
県では、誰もが気軽に集い、支え合う地域の拠点「地域の縁がわ」及び地域の

縁がわにデイサービス等の日中支援とインフォーマルな宿泊機能を追加した「地

域ふれあいホーム」の設置促進を図るため、施設整備費等に対する補助を行って

いる。（ハード補助） 

また、第３期熊本県地域福祉支援計画の推進に寄与する先駆的・モデル的な取

組みに対して補助を行っている。（ソフト補助） 

本年度においては、「被災地特別枠（※）」を設け、被災地におけるコミュニテ

ィ再生と生活支援を後押しする。 

※被災地特別枠 

平成31年(2019年)3月31日現在で地域支え合いセンターを設置している18市町村 

 

２ ハード補助の内容 
（１）対象団体 

福祉活動を行う民間団体（社会福祉法人、特定非営利活動法人等） 

（２）対象経費 

 「地域の縁がわ」及び「地域ふれあいホーム」の新築、改修、増築等工事、
設備整備に要する経費 

 「地域ふれあいホーム」におけるスプリンクラー、自動火災報知設備、消防
機関へ通知する火災通報装置の整備に要する経費 

（３）補助率（限度額） 

  ①地域の縁がわ 

 補助対象施設所在地 
被災地特別枠 通常分（左記以外） 

新築、改修、

増築等 
補助率：3/4(限度額：2,500千円） 補助率：2/3(限度額：1,000千円） 

  ②地域ふれあいホーム 

 補助対象施設所在地 
被災地特別枠 通常分（左記以外） 

新築、改修、

増築等 
補助率：3/4(限度額：2,500千円） 補助率：3/4(限度額：2,500千円） 

 

消防設備 

a)自動火災報知設備 

補助率：3/4(限度額：1,000千円） 

b)火災通報装置 

補助率：3/4（限度額：300千円） 

c)スプリンクラー 

7千円/㎡×対象面積 

※a)＋b)＋c)の限度額：2,500千円 

a)自動火災報知設備 

補助率：2/3(限度額：1,000千円） 

b)火災通報装置 

補助率：2/3(限度額：300千円） 

c)スプリンクラー 

7千円/㎡×対象面積 

※a)＋b)＋c)の限度額：2,500千円 
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３ ソフト補助の内容 

（１）対象団体 

福祉活動を行う民間団体（社会福祉法人、特定非営利活動法人等） 

（２）対象経費 

以下の６つの事業で、先駆的・モデル的な取組みに要する経費 

（継続的事業の場合は２年間を限度※）  ※第3期熊本県地域福祉支援計画期間と連動 

①見守り活動、②配食・会食サービス、③買い物支援事業、 

④生涯現役社会を支えるための健康づくり事業、⑤学びの縁がわ事業、 

⑥その他、熊本県地域福祉支援計画の推進に寄与する事業 

（３）補助率（限度額） 

  １事業あたり補助対象経費の2/3以内（限度額：1,000千円） 

補助対象施設所在地 
被災地特別枠 通常分（左記以外） 
補助率：3/4 

（限度額：2,000千円） 

補助率：2/3 

（限度額：1,000千円） 

 

第４ 地域の縁がわ情報交換会の開催について 
１ 事業概要 
各運営団体が抱える課題解決や、活動のさらなる充実を図るとともに、各地域

における取組の拡充を図ることを目的に、地域の縁がわ団体等の情報交換会を開

催する。 

 

２ 令和元年度の実施回数及び内容 
・県全体会 ：年１回程度 

・内容（案）：先駆的事例の紹介、取組状況の情報交換、活動発表等 

【参考：H29､30年度実績】 

日付 場 所 参加人数 内 容 

H30年2月6日 熊本市健軍文化ホール 172人 
講演会、地域の縁がわシンポジウム、

ワークショップ 

H31年2月14日 熊本市健軍文化ホール 152人 
講演会、地域の縁がわシンポジウム、

ワークショップ 

 

３ 対象 
県内で地域の縁がわづくりに取り組んでいる団体（取組予定も含む）、社会福

祉法人及び支援機関等 
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≪地域の縁がわ五つ星プロジェクト取組事例≫ 
資料 
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Ⅱ 地域の結いづくりについて 

 
１ 事業概要 

地域の結いづくり推進・支援事業では、ふれあいいきいきサロン活動、組織的

に見守りを行う小地域ネットワーク活動などの地域住民が相互で支え合う活動

の充実・強化に取り組む市町村社協を支援するとともに、災害時要援護者や孤立

死防止の取組みなどの機能拡充に取組み、誰もが身近な地域で安心して生活でき

るまちづくりを推進する。 

 

２ 地域の結いづくり推進・支援事業の推進について 
（１）小地域ネットワーク活動   （実施主体：市町村社協等） 

小学校、行政区、自治会等の地域を範囲とした小地域で、何らかの福祉的

な支援が必要な方へ地域住民が行う見守り活動や援助活動。 

本県では、決められた人が決められた人を見守る組織的な見守りが、全市

町村で実施されることを目指している。 

※ 実施市町村：H29末78%（35/45市町村 H32目標：100％） 

 

（２）ふれあいいきいきサロン活動   （実施主体：市町村社協等） 

ひとり暮らしや家の中で過ごしがちな高齢者等と、地域住民が身近な場所に

気軽に集い、生きがいづくり・仲間づくりの輪を広げ、介護予防などの活動を

行うもの。さらに、高齢者だけでなく、子どもや障がい者など誰でも参加でき

るサロン（地域の縁がわ）への展開を図る。 

※ 実施市町村：H29末2,603か所 

 

（３）地域福祉推進フォーラム   （県社協委託） 

 地域の結いづくり（小地域ネットワーク活動等）をはじめ、第３期地域福祉

支援計画に基づく本県における地域福祉活動の普及・推進のため、県内外の先

進的な地域福祉の取組みに係る実践報告やパネルディスカッション等を実施

する。 

※H30実績：H31年1月25日 参加者数：600名 基調講演・トークセッション 

 

（４）地域福祉推進サポーター派遣事業  （県社協委託）  

実際に小地域ネットワーク活動の普及に先進的に取組み、成果を上げてい

る市町村社協職員や地域福祉の専門家をアドバイザー（地域福祉推進サポー

ター）として、ネットワーク活動に取り組む市町村社協に派遣し、小地域ネ

ットワーク活動や地域福祉活動計画の策定等を支援する。 

※ H30実績：4市町社会福祉協議会へ地域福祉推進サポーターを派遣 

 

（５）地域の底力向上研修事業 【令和元年新規】 （県社協委託） 

自治会長等を対象として、地域福祉活動のリーダーとなる人材を養成する。

令和元年度は、災害公営住宅を建設する市町村における養成に重点を置く。 
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（６）熊本見守り応援隊 

民間事業者の協力を得て行う見守り活動。民間事業者と協定を締結し、日

常業務を通じた見守りを実施している。 

※県警本部、熊本県社会福祉協議会、熊本県及び熊本市民生委員児童委員協議会、熊

本県の５者と事業者で協定締結。 

※熊本見守り応援隊協定事業者：20事業者（H31.4月末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社熊本日日新聞社、朝日新聞熊本県朝日会、毎日新聞社熊本支局、熊本県南読売会、 

熊本県北読売会、西日本新聞エリアグループ熊本、社団法人熊本県エルピーガス協会、 

社団法人熊本県タクシー協会、西部ガス株式会社熊本支社、郵便局株式会社、九州電力、 

熊本県農業協同組合中央会、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、生活協同組合くまもと、 

熊本ヤクルト株式会社、佐川急便株式会社、株式会社産交ミック、布亀株式会社、 

ヤマト運輸株式会社、一般社団法人熊本県医薬品配置協会 

主な役割 

○民間事業者 

日常の業務の中で、地域住民に関して何らかの異変を察知した場合は地域の社会福

祉協議会に、また、緊急の場合は警察署に連絡・通報する。 

○市町村社会福祉協議会 

民間事業者からの連絡を受け、担当の民生委員等に連絡し、見守りへの協力を求め

る。 

○民生委員・児童委員 

地域の社会福祉協議会からの連絡を受け、対象世帯を訪問し、安否確認をする。 

○各警察署等 

民間事業者からの通報を受け、所要の警察活動を行う。 

○熊本県社会福祉協議会、熊本県民生委員児童委員協議会、熊本県警察本部 

各々の関係機関等に対して協定の趣旨を周知し、取組の円滑な実現を支援する。 

○熊本県 

参考マニュアルの作成のほか、県内の各地域間のネットワークの構築を支援する。 
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１ 事業の概要 
福祉の視点を持った地域の縁がわ等からの起業化や、経済的活動によって障が

い者の方なども含めた誰もがいきいきと活躍できる場の創出や高齢者等の生き

がいにつながる取組みを支援するため、事例と課題の把握と検証、普及啓発等を

実施する。 

 

２ 平成3１年度地域づくり夢チャレンジ推進補助⾦「地域のしごとおこしの取組み」 
（育成段階・起業化段階補助） 
 

地域づくりチャレンジ推進事業（所管：地域振興課）の「企業の誘発」分野で、

「地域のしごとおこしの取組み」として、補助事業を実施。 

（１）対象団体 

地域福祉取組団体 

（２）種別及び上限額 

①育成段階（ソフト事業） 

 ・将来的な事業の開始、起業拡大するための商品開発に要する経費に補助 

（上限1,000千円、補助率3/4以内） 

②起業化段階（ソフト・ハード事業）   

 ・事業の立ち上げ、規模拡大に要する経費に補助 

（上限5,000千円、補助率 ソフト事業分3/4以内、ハード整備分1/2以内） 

※実績 

   H30：交付決定団体なし  H29：②起業化段階（1団体） 

H28：交付決定団体なし  H27：②起業化段階（1団体）  H26：交付決定団体なし 

H25：①育成段階補助（2団体）、アドバイザー派遣（1団体） 

H24：①育成段階補助（1団体）、②起業化段階（2団体）、アドバイザー派遣（1団体） 

 

【交付決定団体の概要】 

年

度 
種
別 

団体名 
(自治体) 

事業名 事業内容 
総事 
業費 

交付 

決定額 

(千円) 

29 

②
起
業
化 

社会福祉法人
小国町社会福
祉協議会 

熊本県推奨大豆
「すずかれん」
を活用した農福
連携事業 

高齢者や障がい者などと耕作放棄
地を活用した県推奨大豆「すずか
れん」の栽培及び大豆の加工・販
売。 

3,530 1,330 

27 

②
起
業
化 

NPO法人くま
もと障がい者
就労支援ネッ
トワークらぷ
らんどカフェ
八代 
（八代市） 

障がい者の自立
に向けた菓子類
製造販売事業 

地域の農家の協力を得て、八代特
産の資源を用いたかりんとうを開
発し販売する。 

1,525 1,000 

（続き有り） 

Ⅲ 地域のしごとおこしについて 
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【交付決定団体の概要】（続き） 

年

度 
種
別 

団体名 
(自治体) 事業名 事業内容 

総事 
業費 

交付 

決定額 

(千円) 

25 
①
育
成 

特定非営利活
動法人お～さ
ぁ 
（熊本市） 

お～さぁ地域の
縁がわソーシャ
ルファーム事業 

健軍くらしささえ愛工房のお～さ
ぁ喫茶内で、法人に集う若者とと
もに地元農産物等を活用した喫茶
メニューの開発を実施。 

1,525 1,000 

25 
①
育
成 

ＮＰＯ法人 
ばらん家 
（芦北町） 

生き・イキ暮ら
し隊 

地域住民と高齢者、障がい者との
交流の場をつくるとともに、特産
品の開発や雇用創出等を目指し、
パンやピザ等の加工品開発を実
施。 

1,592 1,000 

24 

② 
起
業
化 

 

社会福祉法人 
菊愛会 
（菊池市） 

障がい者と高齢
者が共に取組む
地域の支事おこ
し事業 

障がい者や高齢者などと耕作放棄
地や休耕田を活用したそば販売を
行い、玄そば、そば粉、そば粉を
使った饅頭、クッキー等を販売。 

 
3,789 
 

 
1,894 
 

24 
①
育
成 

 
ＮＰＯ法人 
くたみ渋うち
わ会 
（山鹿市） 

くたみの実家が
まだしもんプロ
ジェクト 

見守りを兼ねた配食サービスの実
施。また、地域で採れた野菜やそ
の加工品などを、東京等に在住す
る熊本県出身者に販売するための
実証実験を実施。 

 
1,221 

 
814 

24 

② 
起
業
化 

 
ＮＰＯ法人 
にしはらたん
ぽぽハウス（西
原村） 

阿蘇の地域性を
生かした郷土料
理レトルトカレ
ー加工食品事業 

食料確保に苦労している山間部の
高齢者のため、阿蘇の郷土料理を
レトルトや缶詰にして販売。更に、
災害時の食料として社会福祉施設
などに販売。 

 
2,698 

 
1,348 
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